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構成員を４者とする共同企業体の場合に
ついては、出資比率が第３位の構成員は、
下記の同種工事のうち、からのいずれ
かの施工経験を有する者であること。
出資比率が最下位の構成員（最下位の構
成員が同率で複数の場合には、そのうち１
者に限る。）が配置する配置予定技術者につ
いては、施工経験を必ずしも必要としない。
なお、上記の施工経験は、平成13年度以
降に元請として完工し引渡し済みのものに
限る。
また、共同企業体の構成員としての経験
は、出資比率が10％以上のものであること
とし、当該工事が機構鉄道建設本部の発注
工事にあっては、以下の要件を満たしてい
ること。
 工事成績評定点がある場合は、65点以
上であること。
 一部しゅん功の場合、当該工事の主た
る目的物を引渡していること。
また、施工経験を１名の配置予定技術
者で条件を満たすことができない場合
は、複数の配置予定技術者の組合せとす
ることができる。
配置予定技術者は、各担当の施工期間
中のみの専任配置でよいが、契約期間中
はもれなく配置予定技術者を専任配置す
ること。ただし、配置予定技術者が２人
以上配置される期間については、代表と
なる配置予定技術者を定め、その代表者
が工事全体を管理すること。
専任補助者について、代表者及び出資
比率が第２位の構成員が配置予定技術者
を複数配置する場合は、それに対応する
専任補助者を配置できるものとし、専任
期間についても配置予定技術者と同様と
する。ただし、専任補助者数は、配置予
定技術者１名につき、それ以上とする。
【同種工事】
 鉄道ラーメン高架橋新設工事
 橋りょう新設工事
 ケーソン工による橋りょう基礎工事
 ケーソン工による工事
 ＰＣ上部工新設工事（張り出し工法）
 ＰＣ上部工新設工事

ウ 代表者及び出資比率が第２位の構成員が
専任補助者を配置する場合は、上記イの工
事の施工経験に代えて下記の代要件の施工
経験を有する配置予定技術者を配置でき
る。
配置予定技術者の経験
 要件 鉄道ラーメン高架橋新設工事
 代要件 橋りょう新設工事
 要件 ＰＣ上部工新設工事（張り出
し工法）
 代要件 ＰＣ上部工新設工事

エ 監理技術者（監理技術者の専任補助者を
含む。）にあっては、監理技術者資格者証及
び監理技術者講習修了証を有する者である
こと。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、機構鉄道建設本部大阪支社
長から独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備
支援機構の工事等請負契約に係る指名停止等
措置要綱（平成15年10月機構規程第83号）に
基づく指名停止を受けていないこと。
 １に示した工事に係る設計業務等の受注
者又は当該受注者と資本関係若しくは人的関
係のある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、機
構公共事業等からの排除要請があり、当該状
態が継続している者でないこと。
 「工事目的物の性能、機能の向上及び社会
的要請への対応に関する技術提案（以下「技
術提案」という。）に係わる具体的な施工計画」
が適正であること。
「技術提案に係わる具体的な施工計画」の
提出にあたって、入札説明書の別冊図面及び
別冊示方書に参考として示された図面及び示
方書等（以下「標準案」という。）と異なる施
工方法（技術提案）で施工する場合の具体的
な施工内容を示した施工計画書を提出するこ
と。「技術提案に係わる具体的な施工計画」が
適正と認められない場合に、標準案に基づい
て施工する意思がある場合には、標準案によ
る施工計画を併せて提出すること。

また、標準案に基づいて施工しようとする
場合には標準案による施工計画を提出するこ
と。
 以下に定める届出の義務を履行していない
建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）
でないこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48条
の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７
条の規定による届出の義務

３ 総合評価に関する事項
 入札の評価に関する基準 本工事の総合評
価に関する評価項目、評価基準及び得点配分
は次のとおりとする。
ア 品質確保の実効性及び施工体制確保の確
実性を評価する。
イ 工事全般の具体的な施工計画に関する技
術提案について評価する。
ウ 工事目的物の性能、機能の向上に関する
技術提案について評価する。
エ 社会的要請への対応に関する技術提案に
ついて評価する。
なお、評価にあたってはその内容をヒアリ
ングする場合がある。
ア 施工体制の評価について
○品質確保の実効性（品質確保に対する懸
念について、ヒアリング、資料により、
その実効性を評価する。）
・工事の品質確保のための適切な施工体
制が十分確保され、入札説明書等に記
載された要求要件をより確実に実現で
きると認められる場合。得点15点
・工事の品質確保のための適切な施工体
制が概ね確保され、入札説明書等に記
載された要求要件を確実に実現できる
と認められる場合。得点５点

○施工体制確保の確実性（施工体制確保に
対する懸念について、ヒアリング、資料
により、その確実性を評価する。）
・工事の品質確保のための施工体制のほ
か、必要な人員及び材料が確保されて
いることなどにより、適切な施工体制
が十分確保され、入札説明書等に記載
された要求要件をより確実に実現でき
ると認められる場合。得点15点

・工事の品質確保のための施工体制のほ
か、必要な人員及び材料が確保されて
いることなどにより、適切な施工体制
が概ね確保され、入札説明書等に記載
された要求要件を確実に実現できると
認められる場合。得点５点

イ 工事全般の具体的な施工計画について
○工程確保や安全対策及び地形・地質の変
化に対応できる施工計画
・現地の条件（地形、地質、環境及び地
域特性等）を踏まえて適切であり、工
夫が見られるか。得点７点（５段階に
て評価）

ウ 工事目的物の性能、機能の向上に関する
事項について
○ＲＣ構造物（基礎を含む）の施工管理及
び品質管理に係わる技術提案及び具体的
な施工計画
・現地の条件（地形、地質、環境及び地
域特性等）を踏まえて適切であり、工
夫が見られるか。得点８点（５段階に
て評価）

○連続ＰＣ箱桁等の施工管理及び品質管理
に係わる技術提案及び具体的な施工計画
・現地の条件（地形、地質、環境及び地
域特性等）を踏まえて適切であり、工
夫が見られるか。得点８点（５段階に
て評価）

エ 社会的要請への対応に関する事項につい
て
○第三者に対して施工上配慮すべき環境対
策及び安全対策
・現地の条件（地形、地質、環境及び地
域特性等）を踏まえて適切であり、工
夫が見られるか。得点７点（５段階に
て評価）

 総合評価の方法 価格及び提案に係わる総
合評価は、標準点、施工体制評価点及び加算
点の合計を当該入札参加者の入札価格で除し
て得た数値（以下「評価値」という。）をもっ
て行う。
ア 標準点 に示す評価項目の提案が標準
案の要求要件を満足する場合、標準点100
点を与える。なお、標準案に基づく入札参
加者には、標準点100点のみ与える。
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